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The current working situations of graduates in a junior 
college course for training kindergarten and nursery 
teachers and their cognition of working in childcare.















保育士の有効求人倍率は毎年 1 月にピークを迎えるが、2016、2017、2018 年度の 1 月期における
その数字はそれぞれ、2.44、2.76、3.40 で、保育士不足は年々深刻化している。同様に幼稚園教
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く、その理由としては職務遂行上の自信のなさに加え、業務量の多さ、人間関係の問題、勤務時間
の長さなどが多く挙げられるという。また、岡山県内の短期大学 3 校の卒業者を対象に質問紙調
査を行った神戸・上地・松浦 他 (2017) は、保育職経験のある 20・30 代の回答パタンから、退職
者を、自らの健康や適性と労働条件との両方を訴える複合的な理由のタイプ、結婚が理由であるタ
イプ、同じく妊娠・出産が理由であるタイプ、労働条件を専ら挙げるタイプに分類している５）。そ























　岐阜県内の私立短期大学 1 校の幼稚園教諭ならびに保育士の養成課程（注 1）を卒業後 1 ～ 30 年














　インターネット上への調査書式掲載及び対象者からの回答取得には、google 社が google アカウ
ント保持者に対して無償提供している「google フォーム」を利用した。従って、回答は対象者が各自、
依頼状に記された web ページに接続して回答したものと推定され、回答に要した時間は不明であ
るが、研究遂行者による試行から 5 ～ 10 分程度と考えられた。依頼状において回答期限は 2017
年 9 月末としたが、その後にも回答が寄せられたため、最終的な回答期間は同年 8 月 12 日から翌







せられた回答総数は 705 件であったが、そのうち 18 件（注 2）は上述の固有番号による正当性確認が




　質問項目は以下の通り（項目の文言や回答方式の詳細は付表 1 参照）。①回答者基本属性（1. 年
齢、2. 性別、3. 居住地域）、②配偶者及び子どもの有無等（4. 配偶者、5. 乳幼児である子ども、6. 小
学生である子ども、7. 中学生以上である子ども、8. 日常的に子どもを託せる社会的な預け先、9. 日
常的に子どもを託せる個人的な預け先、10. 臨時に子どもを託せる社会的な預け先、11. 臨時に子
どもを預けられる個人的な預け先）、③保育または教育の資格・免許保有（12. 保育士資格、13. 幼




に対する認知（24. 就業時間が長い、25. 体力的負担が大きい、26. 精神的負担が大きい、27. 賃金
が低い、28. 休暇等の福利厚生が足りない、29. 経営者または管理者から気づかってもらえない、
30. 求人情報入手方法がわからない、31. 同僚や上司との人間関係に困難・不安、32. 乳幼児の保護
者との関係に困難・不安、33. 保育職としての自身の知識・技能に困難・不安、34. 仕事内容にや
























　以下、質問紙（web 上の調査フォーム；付表 1 参照）において見出し文を付した、質問項目の
節ごとに、結果をまとめた。
１　回答者の基本属性（項目 1 ～ 3）
　回答者の年齢・性別及び現住地域について、それぞれ分布を表１及び表２に示した。
　回答者のほとんど（98.5%）が女性であった。年齢については、21 ～ 30 歳が約 4 割、31 ～ 40
歳及び 41 ～ 50 歳がそれぞれ約 3 割、51 歳以上は 1% ほどという構成であった。




２　配偶者及び子どもの有無等（項目 4 ～ 11）
　回答者における配偶者及び子どもの有無（項目 4 ～ 7）について、分布を表３に示した。6 割弱が、
配偶者がいると答え、そのうち子どもを持つ割合は、乳幼児が約 5 割、小学生が約 3 割、中学生
以上が 4 割弱であった（注 3）。配偶者がいない者のうち、数 % は子どもがいると答えている。
　また、子どもの預け先の有無について表４a 及び表４b にまとめた。日常すなわち日々定常的に
子どもを預ける先（表 4a）については、443 名（87.0%）の回答者が「預ける年代の子どもがい
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（18 名）はいずれもないと答えた。子どもの体調不良や自身の日常的でない所用の際など臨時の預
け先については、やはり預ける年代の子どもがいないという回答者が 415 名（86.8%）と多かった。
それ以外の 273 名においては、そのうち 29.3%（80 名）は社会的・個人的な預け先があった一方、
11.7%（32 名）はどちらもないとした。（注 4）














※ 1  各免許・資格について「（保有しているか）
わからない」という回答も、「保有してい
ない」と同様に保有者数に含めなかった。
※ 2  幼保の両免許・資格を保有する人のうち、
12 名は、「幼稚園教諭以外の教員免許も
保有している」と回答した。
※ 1  休業理由について、保育士・幼稚園教諭等においてはすべて「産前・産後休業」、ほか職業では、4 名が「産前・産後」、3 名
は他の休業理由であった。
※ 2  労働統計等においては「無職」と「有職休業中」とは区別されようが、ここでは無職のうち 28 名がその状態について「休業中」
（産前産後・育児休業 10 名、介護休業 1 名、その他休業が 17 名）と回答した。現在無職であり理由について本人としては一
時的な休業状態ということだと推測される。
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４　短大卒業後の職歴等（項目 15 ～ 23）
　表 6 に、現在の職業と雇用形態・休業状況の分布（項目 16 ～ 18）を示した。表６の第 2 列は雇用・
休業状態にかかわらず各職業種の就業者数を掲げたもので、割合（%）は全職業種における各職業
種の割合を示した。認可保育所保育士が最も多く（36.5%）、保育以外の職業が 22.4%、幼稚園教
諭が 12.9% と続く。就業していない者は 12.5% であった。雇用・休業状態別の集計における割合
（%）は、職業種ごとの各状態の割合を示したもので、保育所保育士では正規 63.7% に対して非正
規 35.1%、幼稚園教諭は正規 83.1%、非正規 17.4% となった。
　表７には、卒業後の年数階級別の職歴分類の分布をまとめた。卒業後の年数は、項目 15 の回答を、




新卒で保育職に就いた後、現在も同じ職に在る者は全体で 25.4% であったが、卒後 5 年までで約
51.6%、6 ～ 10 年では 21.7% に対し、11 年以上では 1 割台となった。新卒で保育職に就いた後、
勤務先の異動をしながらも保育職としては間断なく勤続の者が全体で 10.5% だが、卒後 6 ～ 10 年
及び 11 ～ 15 年でその割合が高かった（それぞれ 19.1%、17.4%）。保育職離職の経験がありなが
ら現在再度保育職に就いている者は全体で約 2 割、年代別では卒後 16 年以上においてその率が高
く、約 3 割がその類型に当てはまった。卒後、保育職に就いた経験のない者も 1 割弱いた。
　表８には保育職への、各雇用形態での就業希望（項目 23）を示した。「論理矛盾回答」は表 7 に
示したのと同様に、現在保育職に在るかどうかが、他の項目への回答と矛盾する者である（注 5）。
表７　回答者における短大卒業後年数別の職歴分類
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注５ 　卒業後の職歴において現在保育職にある者（表 7 において網掛けを施した部分）の合計は 418 名となっ

















まる」は 43.3%、39.5% だが、「どちらかといえばあてはまる」までの合計ではそれぞれ 77.0%、
70.6%）。その他、「あてはまる」「どちらかといえばあてはまる」の回答の合計では、「自身の知識・
技能に困難や不安を感じる」が約 6 割、「乳幼児の保護者との関係に困難や不安を感じる」が約 5 割、
「経営者または管理者から気づかってもらえない」「同僚や上司との人間関係に困難や不安を感じる」
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じる」といった項目については「わからない」と回答した者が比較的多かった。
　さらに、保育職への態度（項目 23：表 8）によって、回答者を、「（保育職）現職」（表 8 の分類
の 1 番目）、「（いずれかの雇用形態で保育職に）就きたい」（分類 2 ～ 4 番目）、「（保育職に）就き
たくない」（分類 5 番目）、「わからない・就業意思ない」（分類 6・7 番目）の 4 類型にまとめ（注 6）、
それら類型間で、保育職への認知を比較した（表 9b）。Kruskal-Wallis 検定の結果、「賃金が低い」「保
護者との関係に困難・不安を感じる」の 2 項目以外で、類型間に有意差が見られた。そこで、そ
れら 13 項目については、類型間のどこに差があるかを Mann-Whitney 検定による一対比較で分
析した。その際、有意水準は Ryan 法によって調整した値を用いた。（Kruskal-Wallis 検定ならび




　最後に、保育者養成施設に望むことについて表 10a 及び表 10b に示した。
　全体として（表 10a）、「望む」と回答した割合は質問 2 項目「知識・技能に関する研修の提供」
「求人情報の提供」それぞれで、29.2%、23.7% であったが、「どちらかといえば望む」との回答も



















類似の先行研究（10 年目までの短大卒業生を対象とした研究８）で 17%、7 年目までの四年制大学




　回答者の年代は、大まかに言って 20 代 4 割、30 代 3 割、40 代以上 3 割と、ある程度幅広い年




　配偶者については約 4 割がいないと答えており、上述の年齢構成（20 代が 4 割）などからして
概ね妥当な結果であろう。配偶者がいる者のうち、乳幼児、小学生の子ども、中学生以上の子ども
について、いると答えたのは、それぞれ、5 割、3 割、4 割弱で、これも回答者の年代を反映した
ものと考えられる。
　また、子どもの預け先については、預ける必要のある子どもがいる者のうち、日常の預け先につ






















　回答者の現職については、全体の約 64% が保育職（表 6 において「認可保育所保育士」から「認
定こども園保育教諭」までの 5 つのいずれか）であった。先行研究における同様の集計として、例
えば卒後 10 年までの短期大学出身者を調べた佐々木・加藤（2017）が、約 7 割という数字を報告
している12)のと大きな違いはない。四年制大学の卒後7年目までの者を対象にした研究（高野・日野・
利根川 他 , 201813)）では 8 割となっているが、卒後 6、7 年目だけを見るとそれぞれ 7 割、6 割程
度に数字は低下する。また、調査回答者の年齢幅から推しておそらく卒後 40 年近い者までを対象
とした研究（宮﨑・小池・山﨑 , 201314)）ではおよそ 45% となっている。調査協力者の選抜効果
や、研究によって対象とした卒後年数幅が異なることなどにより正確な推定は困難であるが、大ま
かに見積もって、卒後 10 ～ 20 年くらいで、養成施設卒業者 4 割程度は保育職から離れている（あ
るいは当初から就いていない）ようだ。
　対象者ライフステージとの関連で考えるなら、就業状況は卒後年数によって異なるのであろうか。
表 6 に示した現職について卒後年数別に集計すると、5 年、6-10 年、11-15 年、16-20 年、21 年
以上のそれぞれで、保育職の割合は 76%、58%、63%、57%、61% となった。卒後年数すなわち
回答者の年代によって保育職現職である割合が多少変わっている理由に関連して、試みに、乳幼児
及び小学生がいる割合を同様に並べると、それぞれ 5%、45%、62%、48%、30% 及び 1%、3%、




生労働省による「平成 25 年社会福祉施設等調査」では保育士の半数が経験年数 7 年以下15) であり、





る人は全体で約 4 分の 1 であったが、卒後 5 年までに限ると約半数で、卒後年数につれてその割
合は低下する。この点、先行研究について、木曽（2017）によるレビュー17) では、保育者養成校
の卒業生を対象にした調査研究における離職経験率の数字は、対象者の卒業後年数ごとに、2 年ま
でを対象としたものでは 16%、5 年までの調査で 31%、卒後 4 年目への調査で 64% などとなって




に就いた者（表 6 における職歴類型の上から 4 つ）に限れば、新卒時の勤務先で継続している者
の割合は 70% で、先行研究と非常に近い数字となっている。
　勤務先の異動を含みながら、卒業後一貫して保育職を続けている者も全体で約 1 割いた。これを
卒後年数別に見ると、6～ 15年の範囲ではその割合が 2割弱、卒後 5年までで 1割となった。この点、
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